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〔報告２〕
北九州市が取り組んできた環境政策
野　 村　 政　 修
（九州国際大学）
　北九州市は小倉、門司、戸畑、若松、八幡の五市合併により1963（昭和38年）
年２月に発足したが、本稿はその環境政策について概観することを目的として
いる。1901年の官営八幡製鐵所の操業以来、北九州市は重化学工業を中心とし
た産業構造であったが、そのため高度経済成長期には深刻な公害に苦しんだ。
現在では公害を克服した経験を生かして、そのノウハウや技術を積極的に海外
に普及させ、特に途上国の環境改善に貢献しようとしている。北九州市のこれ
までの環境政策を各市長の就任時期と行政上の公害対策及び環境部局の変遷と
の兼ね合いでみると、市長のリーダーシップが環境政策にも大きく影響してい
るのではないかという点が浮かび上がるように思われる。
　まず、歴代市長であるが、初代市長の吉田法晴（昭和38年〜41年）、二代目
市長の谷伍平（昭和41年〜62年）、三代目市長の末吉興一（昭和62年〜平成19
年）、四代目市長の北橋健治（平成19年〜）となっている。約50年間で４人の
市長しかいないということは、市長の考えや方針が強く環境政策に影響するこ
とが可能であったともいえよう。また行政については、1963年４月に政令指定
都市となったことで、それまでの五市並立時代と比較して工場等への立ち入り
検査や指導など大きな権限と力を行使できるようになったことが特徴として指
摘できるであろう。
　五市並立時代の公害対策の歴史を簡単にみると、例えば1959年５月に北九州
五市大気汚染防止対策委員会が設置され、降塵量、亜硫酸ガス、酸化鉄の汚染
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分布調査を行ったりしている。しかし、1961年に旧八幡市保健所に煤煙監視員
が１名置かれていたり、旧戸畑市衛生課に専任職員１名が煤煙監視業務を行う
程度で、人員も少なく五市が連携して企業に強く公害対策を求めたり強制立ち
入り検査を行ったりしたわけではない｡(注１)
　この背景としては、企業城下町としての各市の立ち位置と新日本製鐵など大
企業との力関係もさることながら、当時は高度経済成長の始まる時期で市民に
生産増大と経済成長に対する強い期待があったため公害は必要悪とみなされて
いたためであろう。
１．吉田法晴市長の時代（1963年〜1967年）
　北九州市発足後は、1963年に衛生局公衆衛生課公害係４人の職員で公害対策
がスタートした。この年に北九州市公害防止対策審議会が設置されている。
1963年から下水道整備事業がスタートした。1964年にスモッグ注意報が発令さ
れるようになり、これは八幡、若松、戸畑、保健所の測定ポイントにおいて２
ポイント以上で亜硫酸ガス濃度0.2ppm以上が２時間以上継続した場合かつ濃
霧注意報または風速1.5ｍ／秒以下の時に発令された。
　1965年には公害係は衛生局公害対策課となり職員７名が配属された。この年
には、九州地区産業公害対策協議会、洞海湾海水汚濁防止対策協議会が設置さ
れている。さらに、30工場を対象として北九州市大気汚染防止連絡協議会が置
かれ、立ち入り検査についての県知事権限が市長に委譲されている。
２．谷伍平市長の時代（1967年〜1987年）
　谷市長になって1970年には公害対策課が衛生局公害対策部に格上げされ職員
数は20人となっている。この年はいわゆる公害国会とよばれたように公害関連
法が集中審議されて公害対策基本法（1967年制定）から「経済の健全な発展と
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の調和が図られるようにする」との調和条項の削除や公害対策関連法が整備さ
れ、高度経済成長期の負の側面である水俣病などの公害の恐ろしさとそれへの
対策が人々の意識に強く刻まれた。また、北九州市でも1970年に公害防止条例
が制定され、大気汚染の監視体制が構築された。公害防止条例は翌1971年に改
正され、いわゆる上乗せ基準として排水についてCOD15ppm以下（当時の国
の基準では120ppm以下）と厳しい基準が定められた。福岡県が上乗せ基準と
して独自基準を定めるようになったのは1973年のことであるから、北九州市の
公害への厳しい態度が見て取れるであろう。
　1960年代には石炭から重油への燃料転換と集塵機の設置が進んだことで、降
下煤塵量の若干の減少が見られた。全市平均で降塵量は1959年に23.72ｇ／㎡
／月であったが1968年には17.99ｇ／㎡／月と改善がみられた。これは、北九
州市発足時から開始された煤煙規制法対象工場にたいする北九州市と学識経験
者による工場診断・指導の成果でもある。また、1965年には戸畑区婦人会連合
会により８ミリ映画『青空がほしい』が製作されたことで公害反対の市民運動
が継続していったことも降塵量の改善に資するところがあったのであろう。し
かし、亜硫酸ガスについては1959年には0.645mg ／ 100c㎡／日であったもの
が、1968年には1.465mg／ 100c㎡／日に増大していた｡(注２)
　北九州市では、1969年５月８日には亜硫酸ガス濃度が深刻なレベルになった
ので、初のスモッグ警報が発令され、33の工場に煤煙排出の抑制を求めた。亜
硫酸ガス対策として、脱硫装置の設置、ミナス重油など低硫黄重油への切り替
え、煙突の集合高層化による拡散などが進められていった。
　1971年には組織変更により公害対策部が格上げされて公害対策局が設置さ
れ、職員は45名になった。この後に、第一次北九州地域公害防止計画（1972年
〜1981年）が策定される。その内容は、公共下水道の整備（2010年の普及率は
48788ha、99.8％以上）、緩衝緑地等の設置（洞海緩衝緑地事業）、廃棄物処分
場の確保（この確保のために1973年に北九州市49％出資の第三セクターとして
ひびき灘開発株式会社が設立され、1975年から響灘埋め立てが開始された）を
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柱としていた。また、住工分離事業も行われ、1974年から1977年にかけて戸畑
区沖台地区の中小工場を若松区二島などの工場団地に移転させたりした。この
時に有名なのが八幡西区城山地区住居移転と城山小学校の廃校である。総事業
費76億5100万円を企業、市、国の補助金で３分の一ずつ負担して城山地区
14ha268戸が移転し、跡地の一部は城山公園として整備された。さらに、新た
な大気環境基準の目標値も定められ、二酸化硫黄について、１時間値の１日平
均値が0.04ppm以下で１時間値が0.1ppm以下とされた。また、市内の緑化事
業として北九州グリーンプランも策定され、第一次５ヵ年整備期間（1972年〜
1976年）、第二次５ヵ年整備期間（1977年〜1981年）と継続した｡(注３)
　1960年代末から1970年代にかけて、企業は公害防止について積極的に取り組
み始めた。1969年頃には主な工場には公害対策セクションが設置されるように
なり、排水処理技術など環境技術の開発を目指すようになった。1972年には重
油５kl ／日以上使用の47社54工場と北九州市との間で硫黄酸化物に関する公
害防止協定が締結され、廃出源煙突１本ごとの排出量目標値について協定した
が、これは1974年になり工場ごとの排出総量規制基準として公害防止協定が再
締結された。さらに、1977年にも48社57工場と二酸化硫黄について新たな大気
環境基準で公害防止協定が締結されている。1973年には北九州市と工場とで工
場緑化協定が締結され、５年間で工場敷地の10％の緑化を目指すものであっ
た。また、1974年に新日鐵の若松製銑原料工場に排煙脱硫装置が30億円の費用
で建設されたが、これは当時の高炉建設費の５分の一に相当する巨額な費用で
あった｡(注４)
　1973年から1975年にかけて洞海湾の浚渫作業が行われたが、その費用は工場
側が13億円、国県市側が５億円を負担し、ヘドロの除去を行った。これによ
り、公共下水道の整備や工場排水規制とあいまって洞海湾の再生の道を開い
た。
　北九州市の公害被害の深刻な時期は1955年から1975年にかけてであり、それ
への対策を行った谷市長の時代に公害への対応は基本的に完了したということ
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ができる。その理由としては企業城下町の工業地帯として行政と企業が敵対す
るのではなく連携しながら対策に取り組んできたことが大きいと思われるが、
新日本製鐵、三菱化成、住友金属小倉などに代表されるように固定発生源が大
工場であり15工場で全体の95％の排出量を占めていたので対処しやすかった上
に、大企業として高度な技術力と十分な対策資金を投入できたことも指摘でき
よう。これまでの経緯は北九州方式ともいわれ、住民が行政に働きかけ、行政
と企業が協議と協調を行うことで公害対策が実を結んだのであり、規制方法・
水準についての行政と企業の事前協議が重要な役割を果たした。いわゆる市
民・行政・企業のパートナーシップともいってよいであろう。
　また、谷市長は環境対策の国際協力も視野に入れていた。1980年にはKITA
（㈶北九州国際技術協力協会）がスタートした。当初の目的は、国際協力と経
済活性化であったが、現在では、産業技術・環境技術の途上国移転、JICA（国
際協力機構）の国際研修員受け入れ・専門家派遣および調査・コンサルティン
グが主な目的である。また、現在では国際化進展の結果として、東アジア経済
交流推進機構やアジア環境協力都市ネットワークが構築されている｡(注５)
　谷市長の時代で北九州市の環境は一定の改善をみたことで、1987年には環境
庁（当時）により大気環境の良好な都市として「星空の街」に選定された。
1980年代以降になると公害対策・防止から都市インフラ整備・環境創造へ、そ
して環境国際協力へと環境政策の重心が移っていった。この傾向は次の市長に
も引き継がれていく。
３．末吉興一市長の時代（1987年〜2007年）
　末吉市長は就任当時、円高不況による「鉄冷え」といわれた地域経済疲弊に
対処する必要に迫られていた。そこで、1988年に北九州市ルネッサンス構想を
策定した。これは、紫川マイタウン・マイリバー事業に代表されるように、国
の支援を得て都市インフラを整備して都市の再生を目指すという目的であっ
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た。ひびきコンテナターミナル（2005年開港）や新北九州空港（2006年開港）
など交通インフラの整備をはじめ様々な事業計画が策定された。また、1994年
には八幡東区の東田総合開発が着工した。
　1990年４月に市の機構改革が行われ、公害行政と廃棄物行政を一体化してよ
り総合的な環境行政を推進するために公害対策局と環境事業局が統合して環境
局となった。1990年６月には国連環境計画（ＵＮＥＰ）により公害克服と国際
環境協力への貢献によって北九州市は「グローバル500」を受賞し、市民の環
境への意識がいっそう高まる契機となった。
　環境局の設置により、環境事業協力と環境国際ビジネス支援がいっそう推進
されていった。北九州市は中国の旅大市（大連市）と1979年に友好都市協定を
締結したが、大連市は大気汚染が問題となっていた。そこで、大連市環境モデ
ル地区整備計画へ協力し、1994年に大連環境モデル地区建設計画案の策定がな
された。この事業は1996年から日本のＯＤＡとして開発調査が行われている。
2002年には大連市および重慶市に北九州市環境ビジネスミッションが派遣さ
れ、12社で23件の商談がまとまった。2004年にも環境ビジネス訪中団が大連市、
北京市、天津市に派遣され、19社で499件の商談がまとまった。2005年には韓
国環境ベンチャー協会との商談会も行われた。
　1997年に国がエコタウン構想を打ち出し、全国で26事業を選定した。目的は
環境ビジネス振興と循環型地域形成である。北九州市も環境・リサイクル産業
の集積としてエコタウン事業が響灘2000ヘクタールの開発地を利用して始めら
れた。北九州エコタウン事業には、教育・基礎研究（北九州学術研究都市）、
技術・実証研究（延べ40の実証研究施設）、事業化（リサイクルビジネスの誘
致・育成・事業化）の三つの柱があり、26企業が立地しており1200人以上の雇
用が創出された。北九州エコタウン事業には、市・国・企業で1200億円の投資
が行われた。事業の推進に貢献したのは、環境局環境産業政策室のワンストッ
プサービスであり、企業のスムーズな誘致につながった。北九州エコタウン事
業の利点としては、広大で安価な用地、高い技術力、産学官の連携、廃棄物の
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広域受け入れ、港湾や道路など物流インフラの整備、専門部署による手続きの
迅速化、市民の理解があげられる。
　また、2004年には、八幡東区東田地区の再開発モデルとして、八幡東田グ
リーンビレッジ構想を立案して、二酸化炭素削減率30％の街区を構築しようと
した。
　末吉市長の時代の特徴は、環境モデル事業の産業化（エコタウン）と環境ビ
ジネス（環境配慮型産業）振興が環境政策の重点に追加されたことであり、先
進的ともいえる環境・都市インフラ整備がいっそう進んだのである。
４．北橋健治市長の時代（2007年〜）
　北橋市長の時代にも、環境国際協力と先進的環境事業は継続している。
　環境国際協力としては、日中循環型都市協力事業（エコタウン協力）として
2007年に中国・青島市、2008年に天津市と協力協定が結ばれている。
　また、2007年と2008年には日本の環境首都コンテストで総合１位に選ばれた
ことで北九州市環境首都検定も始められた。これには市民の環境学習を推進す
る目的がある。環境首都は、ドイツのNGOであるドイツ環境支援協会が1989
年からはじめた「ドイツ連邦の自然・環境保護の連邦首都コンテスト」で1990
年にエアランゲン市が優勝し、その後1992年に200以上の自治体のなかからフ
ライブルク市が最高点で環境首都の称号を得たことから日本でも有名になった。
コンテストは交通、農林業、河川、廃棄物など各分野について得点を競うもので、
ドイツ環境基金の補助を受けて2001年まで続いた。日本では2001年から開始され、
正式名は「持続可能な社会をつくる日本の環境首都コンテスト」である｡(注６)
　先進的環境事業としては、北九州市は2008年に内閣官房地域活性化統合本部
によって環境モデル都市に選定されている。この事業は低炭素社会の構築と地
球温暖化問題対策が主な目標である。選定の基準として、温室効果ガスの大幅
な削減目標、先導性・モデル性、地域適応性、実現可能性、持続性の５項目が
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ある。北九州市の他には、横浜市、帯広市、富山市、水俣市、下川町、京都
市、宮古島市などが選定されている。
　北九州市環境モデル都市では、目標として温室効果ガス発生量を2030年に
2005年比で30％削減、2050年には50％削減し、2050年までに環境技術移転によっ
てアジア地域で2340万トンを削減するとしている。さらに、北九州市環境モデ
ル都市行動計画（グリーン・フロンティア・プラン）を策定している。そこで
は、北九州市の取り組む行動分野を示しており、アジア低炭素センターの設置
（2010年）、環境教育や環境パスポート事業などが策定されている。
おわりに
　環境対策には多額の資金が必要である。1972から1991年の北九州市で支出さ
れた公害対策経費をみると、総額8043億円のうち行政は68.6％の5517億円（下
水道3458億円、公園緑地1126億円、廃棄物処理483億円、その他450億円）、企
業は31.4％の2526億円（大気改善1584億円、水質改善426億円、産業廃棄物370
億円、その他146億円）となっている。その中には、下水道や緑地の整備など
都市インフラ整備の部分もあるが、市だけでなく企業や国の支出も考慮すると、
これまでに１兆円近い資金が公害対策費として支出されているのである。その
結果として、現在の北九州市の生活環境が良好に維持されているといえよう｡(注７)
　以上のように、1963年から現在までの市の環境政策を概観してきたが、北九
州市では公害防止協定は継続しており、汚染・汚濁監視体制の維持と立入り検
査も行われている。また、一般廃棄物の発生抑制として家庭ごみ有料化が実施
されており、産業廃棄物の発生抑制として環境未来税も課せられるようになっ
た。緑の基本計画によって都市区域の30％が緑地化されている。さらに、環境
産業クラスターの構築が図られ、環境モデル事業の産業化はエコタウン事業と
して行われている。環境国際協力の推進と環境ビジネスの振興はこれから大き
な成果を期待されているのであった。
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注
（注１） 北九州市公害対策局『公害行政の歩み−公害対策局設置10周年にあたって−』
p.5.
（注２） 北九州市公害対策局『公害行政の歩み−公害対策局設置10周年にあたって−』
p.14.
（注３）北九州市環境局環境保全部『公害行政の歩みⅡ−昭和55年度以降−』p.6-p.7.
（注４） 北九州市公害対策局『公害行政の歩み−公害対策局設置10周年にあたって−』
p.33.
（注５） ＫＩＴＡは1992年までは㈶北九州国際研修協会の名称であった。また、東アジ
ア経済交流推進機構には、北九州、福岡、下関、釜山、蔚山、仁川、大連、天
津、煙台、青島が参加しており、アジア環境協力都市ネットワークには、北九
州、バタンガス、セブ、ホーチミン、ペナン島市、スマラン、スラバヤが参加
している。
（注６） 環境首都コンテスト全国ネットワーク、財団法人ハイライフ研究所『環境首都
コンテスト』p.19.
（注７）北九州市環境局環境保全部『公害行政の歩みⅡ−昭和55年度以降−』p.95.
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